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最終準備書面トピックシリーズ（1）

整理解雇撤回裁判は、は昨年 12 月 19 日（乗員）と 21 日（客乗）の最終弁論で結審

となり、それぞれ 3 月 29 日、30 日に判決を迎えることになりました。

原告、被告双方はその最終弁論に向け、準備書面を提出しました。

原告の準備書面は「整理解雇の必要性」をはじめ「運航の安全」など、あらゆる面で

この「整理解雇」の違法性、不当性を明らかにし、また被告「会社」の主張に反論を加

えています。それらはかなりの量になりますので、このシリーズでは今まで「有志の会

ニュース」に取り上げられていなかったポイントや事実などを中心にトピック的にまと

めて転載しました。

「誰が考えても雇用を続けることは不可能ではない」経営状況

稲盛会長証言編

（以下、準備書面 第 1 部 第 1 1 より抜粋）

(この色の見出しは世話人による)

本件整理解雇を決定・実施する2010年 12月の局面では、もはや経営破綻に瀕した「赤

字会社」ではなくなり

（2010 年の

10 月累計の連結営業利益 1,327 億円、JALI 単体の累計営業利益 1,048 億円、

11 月累計の連結営業利益 1,460 億円、JALI 単体の累計営業利益 1,148 億円、

12 月累計の連結営業利益 1,586 億円、JALI 単体の累計営業利益 1,251 億円

をそれぞれ計上している）

2012年度中に再上場申請をめざすために、平成24年から債務を7年間の均等弁済とし

ていた更生計画を大幅に前倒しして、2010 年 11 月 30 日にはリファイナンスによる債

務の繰上一括償還により、会社更生手続を終結させようと主要金融機関と合意するま

でに至っていたのである。

http://jfcob1.web.fc2.com/js7_1_1.pdf


2010 年度の日本航空の経営実績の規模は、更生計画初年度目標 641 億円比で 2.9 倍

の連結営業利益 1,884 億円という巨額の利益を確保し、それまで抱えていた債務超過

を一挙に解消し、「経常利益は 1,912 億円、当期純利益 8,161 億円、更生法申立時

点の 9,592億円の債務超過状態にあったことからすると、2010 年度末の貸

借対照表上の純資産は 2,182 億円まで、1 兆円以上の改善」を実現し、2012

年度中に再上場申請を前提とした自己資本の充実をめざした目標をも超過して達成し

ている経営状況になっていたのである。

原告代理人による 稲盛会長尋問

〔原告代理人〕２月８日の記者会見で、この経営上というか経理上、この１６０数名の

人たちの解雇を回避することは不可能ではない、経理上、あるいは経営上（不可能では

ない…原告代理人）ということをおっしゃいましたね。

〔稲盛会長〕 はい。

〔原告代理人〕業績だとか、そういったこととの対応関係あるいは相関関係のもとで、

あなたはそうおっしゃっているわけですよね。

〔稲盛会長〕当時、利益が出ておりましたので、そういうふうに申し上げました。

〔原告代理人〕ちなみに本件整理解雇によって削減される被解雇者の 1 年間の人件費削

減分としては、片山管財人が20億から15億と言っている、醍醐教授によれば約14億7

千万、年間ですよ。そういう風に算出されてるんですけれど、そういったことと、会

社の業績等を踏まえてですね、この解雇回避を経営上、回避することは不可能ではな

い、こういうふうにあなたはおっしゃったわけだね。

〔稲盛会長〕そうです。

〔原告代理人〕あなたは、160 名を残すことが経営上不可能かというとそうではないと。

もう皆さんもお分かりになると思いますし、私もそう思いますと。つまり皆さんもお

わかりになるというのは、このときの記者の方々、各社集まっているわけだけれども、

経営上不可能かといえばそうではないという、そういう状況と言うのは皆さんもお分

かりになるくらいの客観的状況になっているということで発言されたわけだよね。

〔稲盛会長〕そうです。さきほどあなたがおっしゃったように、165 名の方々の賃

金というのは、年間で 20 億程度だとおっしゃったとおり、その時の会社の収益状

況からいけば、誰が考えても、それは雇用を続けることは不可能ではないというこ

とは分かるでしょうねと、そういう意味で申し上げた。

〔原告代理人〕3 月 11 日の地震発生後も、更生会社は運航を継続しており、その事業継



続性に何ら問題を生じておらず、連結現預金残高は3月末見通しで3,200 億円である、

としていますね。

〔稲盛会長〕はい。

〔原告代理人〕この JAL 連結預金残高 3,200 億円のうち、この時期ちょうど 3 月末です

が、1,402 億円の手元資金を使って、いわゆるリファイナンス、繰上一括償還をしてい

ますよね。つい最近の話です。

〔稲盛会長〕 ・・・・

〔原告代理人〕そういう事実を御存知ですよね。リファイナンスで一括償還したでしょ

う

〔稲盛会長〕リファイナンスを、再度お金を借りて、一括返済したということは知

っております。

〔原告代理人〕その際に自己資金、連結預金残高 3,200 億円、3 月 28 日にあるわけだけ

れども、そのうちから1,400億円ほど自分の方の会社から出した資金と、それから借り

換えたお金等を含めて、それで一括償還しているわけですけれども。あなたはそうし

ますと、この時点でも連結預金残高1,805億円規模になる、この3月時点でですよ、そ

ういったことを想定してですね、昨年の 12 月の本件解雇時点で、160 名を残すことは、

経営上不可能ではないということを考えた、そういうことじゃありませんか。

〔稲盛会長〕そのことは先ほども申し上げましたとおり、そのときの収益状況から

いけば、（誰が考えても雇用を続けることは不可能ではない・・・原告代理人）と

いうことを申し上げただけです。

（リファイナンス： 返済期限が到来した債務者が、債権者から新

たな融資を受けて、その資金で当面の債務返済を行うことを指す。

金融用語辞典より）


